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議案第 ３９号

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（川口市消防団条例等の一部改正）

第１条 次に掲げる条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。

(1) 川口市消防団条例（昭和２５年告示第５０号）第６条第１号及び第７条第３

号

(2) 川口市職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第１７号）第１６条の２第

３号及び第４号並びに第１６条の３第１項第１号及び第３項第１号

(3) 現業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３５年条例第５８号）第

１４条第３項第１号

(4) 川口市職員退職手当支給条例（昭和３７年条例第６８号）第１８条第１項第

１号及び第５項第２号、第１９条の見出し及び同条第１項第１号、第２０条第

１項第１号並びに第２２条第４項

(5) 川口市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条

例第４５号）第６条第１号

(6) 川口市市長等常勤の特別職職員の給与等に関する条例（昭和４２年条例第５

号）第６条の２第３号及び第４号並びに第６条の３第１項第１号及び第３項第

１号

(7) 川口市教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和４２年条例第１６号）

第６条の２第３号及び第４号並びに第６条の３第１項第１号及び第３項第１号

(8) 川口市上下水道事業管理者の給与等に関する条例（昭和４２年条例第３４号

）第６条の２第３号及び第４号並びに第６条の３第１項第１号及び第３項第１

号

(9) 川口市下水道条例（昭和４７年条例第２７号）第６条の２第３号オ

(10) 川口市常勤の監査委員の給与等に関する条例（平成５年条例第９号）第６

条の２第３号及び第４号並びに第６条の３第１項第１号及び第３項第１号

(11) 川口市病院事業管理者の給与等に関する条例（平成１８年条例第３２号）

第７条第３号及び第４号並びに第８条第１項第１号及び第３項第１号

(12) 川口市職員の分限に関する条例（平成３０年条例第６号）第１０条第１項
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（川口市情報公開・個人情報保護等審査会条例等の一部改正）

第２条 次に掲げる条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。

(1) 川口市情報公開・個人情報保護等審査会条例（平成１２年条例第５２号）第

１６条

(2) 川口市屋外広告物条例（平成１９年条例第２７号）第５５条

(3) 川口市浄化槽保守点検業者登録条例（平成２９年条例第９５号）第２０条

(4) 川口市個人情報の保護に関する条例（令和４年条例第４５号）附則第７項及

び第８項

（川口市いじめを防止するためのまちづくり推進条例等の一部改正）

第３条 次に掲げる条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に、「５０万円」を「５０

０，０００円」に改める。

(1) 川口市いじめを防止するためのまちづくり推進条例（平成２８年条例第７０

号）第３３条

(2) 川口市被保護者等住居・生活・金銭管理サービス提供事業の業務の適正化等

に関する条例（平成３０年条例第１４号）第２１条

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和７年６月１日から施行する。

（罰則の適用等に関する経過措置）

第２条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例に

よることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例

の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める

刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改

正法」という。）第２条の規定による改正前の刑法（以下この項において「旧刑

法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のもの

に限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「

禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法

第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑
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のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、

旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。

（人の資格に関する経過措置）

第３条 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例

によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条

例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられ

た者は刑期を同じくする有期禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期

を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。

（川口市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第４条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律

の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例（以下これらを

「刑法等一部改正法等」という。）の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。

）が定められている罪につき起訴をされた者は、第１条第２号の規定による改正

後の川口市職員の給与に関する条例第１６条の３第１項（第１号に係る部分に限

る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、拘禁

刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。

（川口市職員退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置）

第５条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定

められている罪につき起訴をされた者は、第１条第４号の規定による改正後の川

口市職員退職手当支給条例第１８条第１項及び第５項、第１９条第１項（第１号

に係る部分に限る。）並びに第２２条第４項並びに川口市職員退職手当支給条例

第２２条第３項の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴

をされた者とみなす。

（川口市市長等常勤の特別職職員の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措

置）

第６条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定

められている罪につき起訴をされた者は、第１条第６号の規定による改正後の川

口市市長等常勤の特別職職員の給与等に関する条例第６条の３第１項（第１号に
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係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用につ

いては、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。

（川口市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第７条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定

められている罪につき起訴をされた者は、第１条第７号の規定による改正後の川

口市教育委員会教育長の給与等に関する条例第６条の３第１項（第１号に係る部

分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、

拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。

（川口市上下水道事業管理者の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第８条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定

められている罪につき起訴をされた者は、第１条第８号の規定による改正後の川

口市上下水道事業管理者の給与等に関する条例第６条の３第１項（第１号に係る

部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用について

は、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。

（川口市常勤の監査委員の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第９条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定

められている罪につき起訴をされた者は、第１条第１０号の規定による改正後の

川口市常勤の監査委員の給与等に関する条例第６条の３第１項（第１号に係る部

分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、

拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。

（川口市病院事業管理者の給与等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

第１０条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が

定められている罪につき起訴をされた者は、第１条第１１号の規定による改正後

の川口市病院事業管理者の給与等に関する条例第８条第１項（第１号に係る部分

に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規定の適用については、

拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４０号

川口市職員定数条例の一部を改正する条例

川口市職員定数条例（昭和４５年条例第６号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項第１号中「２，６２５人」を「２，６５０人」に改め、同項第６号

中「９人」を「８人」に改め、同項第８号中「６０６人」を「６１０人」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４１号

川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例

川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条例第６号）の一

部を次のように改正する。

第８条の２第２項中「３歳に満たない」を「小学校就学の始期に達するまでの」

に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子のある職員が、規則で定める

ところにより、当該子を養育」とあり、」を「並びに第２項」に改める。

第１４条第２項第２０号中「看護」を「看護等」に、「又は疾病」を「、疾病」

に、「を行う」を「若しくは学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条

の規定による学校の休業その他これに準ずるものとして規則で定める事由に伴うそ

の子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事のうち規則で定め

るものへの参加をする」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の

日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日をこの条例による改

正後の川口市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第８条の２第２項の規

定により請求する１の期間の初日とする同項の規定による請求（３歳から小学校

就学の始期に達するまでの子を養育するためにするものに限る。）をしようとす

る職員は、施行日前においても、同項の規定の例により、当該請求をすることが

できる。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４２号

川口市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例

川口市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する条例（令和元年条例第１７

号）の一部を次のように改正する。

第１３条第９号中「看護」を「看護等」に、「又は疾病」を「、疾病」に、「を

行う」を「若しくは学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２０条の規定に

よる学校の休業その他これに準ずるものとして規則で定める事由に伴うその子の世

話を行うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事のうち規則で定めるものへ

の参加をする」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４３号

川口市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

川口市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。

第２１条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項

」を「第６１条の２第２０項」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４４号

川口市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する条例

川口市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年条例第１７号）

の一部を次のように改正する。

第２条第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第１２号までを

１号ずつ繰り上げる。

第４条中「第３条第２項」を「第３条第４号」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４５号

川口総合文化センター設置及び管理条例の一部を改正する条例

川口総合文化センター設置及び管理条例（平成元年条例第４８号）の一部を次の

ように改正する。

第３条第１号中「展示ホール」を「イベントホール」に改め、「、応接室」を削

り、「練習室及びギャラリー」を「スタジオ及び多目的ルーム」に改める。

別表の１メインホールの利用料金の表中

「
円 円 円 円

６６，２００ １１６，４００ １４９，５００ ２７８，７００

７３，６００ １２９，２００ １６６，６００ ３０９，７００

９２，９００ １６３，３００ ２１０，３００ ３８９，８００

１０６，７００ １８６，８００ ２４０，２００ ４４５，３００
を

１３３，４００ ２３３，８００ ３００，０００ ５５７，４００

１０３，５００ １８１，５００ ２３３，８００ ４３３，５００

１１８，５００ ２０７，１００ ２６６，９００ ４９５，５００

１４８，４００ ２５９，５００ ３３４，２００ ６１９，４００
」

「
円 円 円 円

７６，３００ １３３，５００ １７１，６００ ３２０，５００

８３，９００ １４６，８００ １８８，７００ ３５２，５００

１０６，８００ １８６，９００ ２４０，３００ ４４８，７００

１２２，０００ ２１３，５００ ２７４，５００ ５１２，８００ に改

１５２，６００ ２６７，０００ ３４３，３００ ６４１，０００

１１７，５００ ２０５，６００ ２６４，３００ ４９３，５００

１３４，２００ ２３４，８００ ３０１，９００ ５６４，０００

１６７，８００ ２９３，６００ ３７７，５００ ７０５，０００
」

める。

別表の２音楽ホールの利用料金の表中

「
円 円 円 円
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２６，６００ ４８，０００ ６１，９００ １１５，３００

２９，９００ ５３，３００ ６８，３００ １２８，１００

３８，４００ ６７，２００ ８６，５００ １６１，２００

４３，７００ ７６，８００ ９９，３００ １８３，６００ を

５４，４００ ９６，１００ １２３，８００ ２３０，６００

４２，７００ ７４，７００ ９６，１００ １７９，４００

４９，１００ ８５，４００ １１０，０００ ２０５，０００

６０，８００ １０６，７００ １３７，７００ ２５６，３００
」

「
円 円 円 円

３１，５００ ５５，１００ ７０，８００ １３２，５００

３４，６００ ６０，５００ ７７，８００ １４５，７００

４４，１００ ７７，１００ ９９，２００ １８５，５００

５０，４００ ８８，２００ １１３，４００ ２１２，０００ に改

６３，０００ １１０，２００ １４１，７００ ２６５，０００

４８，５００ ８４，８００ １０９，１００ ２０３，９００

５５，５００ ９７，１００ １２４，８００ ２３３，１００

６９，３００ １２１，２００ １５５，９００ ２９１，４００
」

める。

別表の３催し広場の利用料金の表中

「
円 円 円 円

９，６１０ １８，１００ ２２，４００ ４２，７００

１０，６７０ １９，２００ ２５，６００ ４８，０００

１３，８００ ２４，５００ ３２，０００ ５９，８００

１６，０００ ２８，８００ ３６，３００ ６８，３００
を

２０，２００ ３６，３００ ４５，９００ ８６，５００

１６，０００ ２７，７００ ３６，３００ ６７，２００

１８，１００ ３２，０００ ４０，５００ ７６，８００

２２，４００ ３９，５００ ５２，１００ ９６，１００
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」

「
円 円 円 円

１１，６００ ２０，３００ ２６，１００ ４９，１００

１２，８００ ２２，４００ ２８，８００ ５４，０００

１６，３００ ２８，５００ ３６，６００ ６８，７００

１８，６００ ３２，５００ ４１，８００ ７８，５００
に改

２３，３００ ４０，７００ ５２，４００ ９８，２００

１８，０００ ３１，５００ ４０，５００ ７５，６００

２０，５００ ３５，８００ ４６，１００ ８６，４００

２５，７００ ４４，９００ ５７，８００ １０８，０００
」

める。

別表の４展示ホールの利用料金の表中「展示ホール」を「イベントホール」に、

「
円 円 円 円

１７，０００ ２９，９００ ３８，４００ ７１，５００

１９，２００ ３３，１００ ４２，７００ ８０，０００

２３，４００ ４１，６００ ５４，４００ １００，３００

２６，６００ ４８，０００ ６１，９００ １１５，３００ を

３４，１００ ５９，８００ ７６，８００ １４４，１００

２６，６００ ４６，９００ ５９，８００ １１２，１００

２９，９００ ５３，３００ ６８，３００ １２８，１００

３８，４００ ６７，２００ ８６，５００ １６０，１００
」

「
円 円 円 円

１９，５００ ３４，１００ ４３，８００ ８２，２００

２１，５００ ３７，６００ ４８，３００ ９０，４００

２７，３００ ４７，７００ ６１，４００ １１５，０００

３１，３００ ５４，７００ ７０，４００ １３１，５００
に改

３９，１００ ６８，４００ ８７，９００ １６４，４００

３０，１００ ５２，６００ ６７，７００ １２６，５００
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３４，４００ ６０，２００ ７７，４００ １４４，６００

４３，０００ ７５，２００ ９６，７００ １８０，８００
」

める。

別表の５リハーサル室・楽屋等の利用料金の表及び別表の６会議室等の利用料金

の表を次のように改める。

５ リハーサル室・楽屋等の利用料金

時間区分 午 前 午 後 夜 間 全 日
９時～正午 １時～５時 ６時～１０ 午前９時～

利用区分 時 午後１０時

円 円 円 円
リハーサル室２０７ １，７６０ １，７６０ １，７６０ ４，４１０

リハーサル室４０４ １，１７０ １，１７０ １，１７０ ２，９４０

楽屋１０１ １，９８０ １，９８０ １，９８０ ４，９５０

楽屋２０１ ７４０ ７４０ ７４０ １，８５０

楽屋２０２ １，０７０ １，０７０ １，０７０ ２，６９０

楽屋２０３ １，９６０ １，９６０ １，９６０ ４，９００

楽屋２０４ １，９６０ １，９６０ １，９６０ ４，９００

楽屋２０５ ４，１６０ ４，１６０ ４，１６０ １０，４００

楽屋２０６ ２，０８０ ２，０８０ ２，０８０ ５，２２０

楽屋３０１ １，７１０ １，７１０ １，７１０ ４，２８０

楽屋３０２ ４，１６０ ４，１６０ ４，１６０ １０，４００

控室４０１ ２，０６０ ２，０６０ ２，０６０ ５，１５０

控室４０２ ６９０ ６９０ ６９０ １，７４０

控室４０３ １，９９０ １，９９０ １，９９０ ４，９８０

６ 会議室等の利用料金

時間区分 午 前 午 後 夜 間 全 日
９時～正午 １時～５時 ６時～１０ 午前９時～

利用区分 時 午後１０時

円 円 円 円
大会議室 ２２，０００ ２９，７００ ２９，７００ ６９，４００

小会議室１号 ３，７１０ ５，０００ ５，０００ １１，７００
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小会議室２号 ２，９２０ ３，９４０ ３，９４０ ９，２１０

和室１号 ７，７４０ １０，４００ １０，４００ ２４，４００

和室２号 ７，７４０ １０，４００ １０，４００ ２４，４００

和室３号 ７，７４０ １０，４００ １０，４００ ２４，４００

茶室 ５，２３０ ７，０６０ ７，０６０ １６，５００

スタジオ１号 ３，２６０ ４，４００ ４，４００ １０，３００

スタジオ２号 ４，１９０ ５，６５０ ５，６５０ １３，２００

スタジオ３号 ３，１１０ ４，１９０ ４，１９０ ９，８２０

スタジオ４号 １，８３０ ２，４７０ ２，４７０ ５，７７０

スタジオ５号 ３，７７０ ５，０８０ ５，０８０ １１，９００

多目的ルーム ２２，６００ ３０，５００ ３０，５００ ７１，５００

別表備考第４号中「展示ホール」を「イベントホール」に改め、同表備考第８号

中「ホール利用の場合に限り、応接室は特別会議室利用の」を「、メインホール又

は音楽ホールを利用する」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、

令和７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口総合文化センター設置及び管理条例（以下「新条

例」という。）別表の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後の利用に係る利用料金について適用し、施行日前の利用に係る利用料金につ

いては、なお従前の例による。

３ 令和７年４月１日から施行日の前日までの間に施行日以後の利用の許可を受け

たものから当該利用に係る利用料金を徴収する場合においては、この条例による

改正前の川口総合文化センター設置及び管理条例の規定にかかわらず、新条例の

規定の例により利用料金を徴収するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 14 -



議案第 ４６号

川口市鳩ヶ谷集会所設置及び管理条例の一部を改正する条例

川口市鳩ヶ谷集会所設置及び管理条例（平成２３年条例第６４号）の一部を次の

ように改正する。

第２条の表川口市鳩ヶ谷緑町１丁目集会所の項及び川口市南鳩ヶ谷７丁目集会所

の項を削る。

別表備考第１号中「、南鳩ヶ谷７丁目集会所」を削り、「、三ツ和２丁目集会所

」を「及び三ツ和２丁目集会所」に改め、同表備考第２号中「、鳩ヶ谷緑町１丁目

集会所、」を「及び」に改める。

附 則

この条例は、令和７年５月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４７号

川口市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例

川口市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和元年条例

第４２号）の一部を次のように改正する。

第１４条第７項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録

媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。第３３条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に

改める。

本則に次の１条を加える。

（電磁的記録等）

第３３条 無料低額宿泊所及びその職員は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定され、

又は想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。

２ 無料低額宿泊所及びその職員は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類す

るもの（以下「交付等」という。）のうち、この条例において書面で行うことが

規定され、又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては

認識することができない方法をいう。）により行うことができる。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４８号

川口市社会福祉センター設置及び管理条例の一部を改正する条例

川口市社会福祉センター設置及び管理条例（平成８年条例第３８号）の一部を次

のように改正する。

第３条を削る。

第４条第２号を次のように改める。

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第７項に規定す

る生活介護を行う事業（以下「生活介護事業」という。）に関すること。

第４条を第３条とする。

第５条第２号及び第３号を次のように改める。

(2) 障害者総合支援法第２２条第８項の障害福祉サービス受給者証の交付を受け

ている者

(3) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１８条第１項の規定によ

り措置の決定を受けた者

第５条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。

(4) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の４の規定により措

置の決定を受けた者

第５条を第４条とし、第６条を第５条とする。

第７条第１号中「第４条」を「第３条」に改め、同条を第６条とし、第８条を第

７条とする。

第９条第２項中「地域活動支援センター事業」を「生活介護事業」に改め、同条

を第８条とし、第１０条を第９条とする。

第１１条第１号中「地域活動支援センター事業」を「生活介護事業」に改め、同

条を第１０条とする。

第１２条第１項中「第１０条」を「第９条」に改め、同項第３号中「第５条第４

号」を「第４条第５号」に改め、同条を第１１条とする。

第１３条第１項中「第１０条」を「第９条」に改め、「老人デイサービス事業」

の次に「又は生活介護事業」を加え、「又は第５条第２号若しくは第３号に掲げる
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者で地域活動支援センター事業に係るセンターの利用の許可を受けたもの」を削り、

同条第３項を次のように改める。

３ 生活介護事業に係る利用料金の額は、障害者総合支援法に基づき主務大臣が定

める基準により算定した額及び障害者総合支援法第２９条第１項に規定する特定

費用として市長が別に定める額の合計額とする。

第１３条を第１２条とし、第１４条を第１３条とし、第１５条を第１４条とする。

第１６条中「き損し」を「毀損し」に改め、同条を第１５条とし、第１７条を第

１６条とし、第１８条を第１７条とする。

別表を削る。

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ４９号

川口市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例

川口市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２９年条例

第５８号）の一部を次のように改正する。

第１５条の次に次の１条を加える。

（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第１５条の２ 母子生活支援施設は、当該母子生活支援施設の設置者が入所中の児

童に係る児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３

号。以下「児童福祉施設設備運営基準」という。）第１２条の２に規定するこど

も家庭庁長官が定める給付金（以下この条において「給付金」という。）の支給

を受けたときは、給付金として支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理

しなければならない。

(1) 当該児童に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた

収益を含む。以下この条において「児童に係る金銭」という。）をその他の財

産と区別すること。

(2) 児童に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。

(3) 児童に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。

(4) 当該児童が退所した場合には、速やかに、児童に係る金銭を当該児童に取得

させること。

第２６条第１項中「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生

省令第６３号。以下「児童福祉施設設備運営基準」という。）」を「児童福祉施設

設備運営基準」に改める。

第３４条第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１５条の次に１条を加

える改正規定及び第２６条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５０号

川口市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例

川口市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第７２号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項第１号中「を行う」を「（次項において「保育内容支援」という。

）を実施する」に改め、同項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、

同条中第５項を第７項とし、第４項を第６項とし、同条第３項各号列記以外の部分

を次のように改める。

前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるも

のをいう。

第６条第３項第１号中「当該」を削り、「第２７条に規定する小規模保育事業Ａ

型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小

規模保育事業Ａ型事業者等」という。）」を「小規模保育事業Ａ型事業者等」に改

め、同項を同条第５項とし、同条第２項中「全てを満たすと認める」を「いずれか

を満たす」に、「前項第２号」を「第１項第２号」に改め、同項各号を次のように

改める。

(1) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次の

ア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されていること。

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講ぜられていること。

(2) 市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進のために

必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難である

こと。

第６条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２ 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確保
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が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満た

すと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。

(1) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講ぜられていること。

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模保育事業

Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項におい

て「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる

事項に係る連携協力を行うものをいう。

第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

第２８条第５号、第３３条第５号及び第４３条第５号中「屋外遊戯場の面積は、

前号」を「屋外遊戯場の面積は、同号」に改める。

附則第４項中「１０年」を「１５年」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５１号

川口市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こ

ども園の認定の要件を定める条例の一部を改正する条例

川口市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども

園の認定の要件を定める条例（平成３１年条例第２０号）の一部を次のように改正

する。

第１１条第２項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

第１２条中「第６条」を「第５条」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１２条の改正規定は、

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための

措置に関する法律（令和６年法律第６９号）の施行の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５２号

川口市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例

川口市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２９年条例第５９号）の一部を次のように改正する。

附則第２項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５３号

川口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例

川口市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年条例第７１号）の一部を次のように改正する。

第３７条第１項中「第４２条第３項第１号」を「第４２条第３項」に、「同号」

を「同項」に改める。

第４２条第１項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「を行う」を「

（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、同項第３号中「

第４項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条中第９項を第１１項とし、第４項

から第８項までを２項ずつ繰り下げ、同条第３項各号列記以外の部分を次のように

改める。

前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるも

のをいう。

第４２条第３項第１号中「当該」を削り、「小規模保育事業Ａ型若しくは小規模

保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型

事業者等」という。）」を「小規模保育事業Ａ型事業者等」に改め、同項を同条第

５項とし、同条第２項中「全てを満たすと認める」を「いずれかを満たす」に、「

前項第２号」を「第１項第２号」に改め、同項各号を次のように改める。

(1) 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、次

のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分

担及び責任の所在が明確化されていること。

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講ぜられていること。

(2) 市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進のため

に必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困難であ

ること。
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第４２条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２ 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の確

保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができる。

(1) 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割

の分担及び責任の所在が明確化されていること。

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにする

ための措置が講ぜられていること。

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模

保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育事業

Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力

を行うものをいう。

附則第４条中「１０年」を「１５年」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５４号

川口市敬老祝金贈呈条例の一部を改正する条例

川口市敬老祝金贈呈条例（昭和５７年条例第１９号）の一部を次のように改正す

る。

第２条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。

第３条の表喜寿の祝金の項を削り、同表米寿の祝金の項中「２０，０００円」を

「１０，０００円」に改め、同表白寿の祝金の項中「５０，０００円」を「３０，

０００円」に改める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５５号

川口市老人デイサービスセンター設置及び管理条例の一部を改正する条例

川口市老人デイサービスセンター設置及び管理条例（平成５年条例第２３号）の

一部を次のように改正する。

第２条の表川口市老人デイサービスセンター横曽根れんげそうの項を削る。

附 則

この条例は、令和８年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５６号

川口市障害者の利用に係る公の施設使用料等減免条例の一部を改正する条例

川口市障害者の利用に係る公の施設使用料等減免条例（平成８年条例第１２号）

の一部を次のように改正する。

第２条第１項に次の１号を加える。

(4) 前３号に掲げるもののほか、心身の機能の障害がある者であって、継続的に

日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあると認められるものとし

て規則で定める者

第２条第２項中「次に掲げる」を削り、同項各号を削る。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５７号

川口市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

川口市国民健康保険税条例（昭和２９年条例第２５号）の一部を次のように改正

する。

第２条第３項ただし書及び第２２条第１項中「２２０，０００円」を「２４０，

０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５８号

川口市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例等の一部を改正する条例

（川口市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正）

第１条 川口市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成２５年条例第１６号）の一部を次のように改正する。

第１５１条第１３項中「事業所の生活相談員、栄養士」の次に「若しくは管理

栄養士」を加える。

（川口市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 川口市保護施設等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２９年

条例第５７号）の一部を次のように改正する。

第１４条第１項第６号及び第２３条第１項第６号中「栄養士」の次に「又は管

理栄養士」を加える。

（川口市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第３条 川口市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

９年条例第６０号）の一部を次のように改正する。

第１２条第１項ただし書及び第６号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を

加え、同条第１２項中「の生活相談員、栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」

を加え、同項第１号から第３号までの規定中「栄養士」の次に「若しくは管理栄

養士」を加え、同項第４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正）

第４条 川口市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２９年条例第６１号）の一部を次のように改正する。

第１１条第１項ただし書及び第５号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を

加える。

第４５条第１項ただし書及び第５号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を

加え、同条第９項中「の生活相談員、栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を
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加え、同項第１号から第３号までの規定中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養

士」を加え、同項第４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第

１２項中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加える。

（川口市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第５条 川口市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

９年条例第６２号）の一部を次のように改正する。

第１１条第１項ただし書及び第４号並びに第１０項並びに第３７条第１項ただ

し書及び第４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正）

第６条 川口市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成２９年条例第６３号）の一部を次のように改正する。

第８７条第４項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

の一部改正）

第７条 川口市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成２９年条例第６４号）の一部を次のように改正する。

第３７条第５項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正）

第８条 川口市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（

平成２９年条例第６５号）の一部を次のように改正する。

第４５条第４項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第９条 川口市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

９年条例第６６号）の一部を次のように改正する。

第３０条第５項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正）
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第１０条 川口市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２９年条例第７９号）の一部を次のように改正する。

第１３０条第１項ただし書及び第４号、第１６６条第１項ただし書及び第３号

並びに第１７３条第１項第１号、第２号及び第４号中「栄養士」の次に「又は管

理栄養士」を加える。

（川口市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例の一部改正）

第１１条 川口市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定

介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例（平成２９年条例第８４号）の一部を次のように改正する。

第９４条第１項ただし書及び第４号、第１３３条第１項ただし書及び第３号並

びに第１４０条第１項第１号、第２号及び第４号中「栄養士」の次に「又は管理

栄養士」を加える。

（川口市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正）

第１２条 川口市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（令和元年条例第４３号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項ただし書及び第３号並びに同条第７項ただし書中「栄養士」の次

に「又は管理栄養士」を加える。

（川口市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

）

第１３条 川口市女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（令

和５年条例第３３号）の一部を次のように改正する。

第９条第１項第３号中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加える。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ５９号

川口市地域包括支援センターの職員等に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例

川口市地域包括支援センターの職員等に関する基準を定める条例（平成２７年条

例第２８号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項中「員数」の次に「（川口市介護保険運営協議会が第１号被保険者

の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、

常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支

援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地域

包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。）によ

ることができる。次項において同じ。）」を加え、同条第２項中「前項の」を「第

１項の」に改め、同項の表中「前項各号」を「第１項各号」に、「前項第１号」を

「第１項第１号」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。

２ 前項の規定にかかわらず、川口市介護保険運営協議会が地域包括支援センター

の効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当す

る区域を１の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね

３，０００人以上６，０００人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を

当該複数の地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の１の地域

包括支援センターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合において、

当該区域内の１の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員の員数の基準は、

同項各号に掲げる者のうちから２人とする。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６０号

川口市立体育施設設置及び管理条例の一部を改正する条例

川口市立体育施設設置及び管理条例（昭和４３年条例第２２号）の一部を次のよ

うに改正する。

第５条中「（館にあっては、館長）」を削る。

第７条ただし書中「休所若しくは休館する」を「休所する」に改める。

第１０条の見出し中「又は入館」を削り、同条中「若しくは入館」及び「若しく

は退館」を削る。

附則第１項に見出しとして「（施行期日）」を付する。

附則第２項に見出しとして「（川口市立体育館設置及び管理条例等の廃止）」を

付する。

附則に次の１項を加える。

（川口市立北スポーツセンターの供用の休止）

３ 川口市立北スポーツセンターは、当分の間、第２条第１項の規定にかかわらず、

供用を休止する。

別表第１川口市立西スポーツセンターの項の次に次のように加える。

川口市立北スポーツセンター 川口市大字木曽呂１４２８番１

別表第１川口市立神根運動場の項、川口市立戸塚体育館の項及び川口市立根岸体

育館の項を削る。

別表第２川口市立北スポーツセンターの項を削る。

別表第３の１運動施設の表北スポーツセンターの項を次のように改める。

北スポーツセ 競技場 団体 専用 １ 日 ７，７００
ンター

個人 一般 １ 日 ２２０

生徒及び児童 １ 日 １１０

別表第３の１運動施設の表神根運動場の項、戸塚体育館の項及び根岸体育館の項

を削る。

附 則

- 34 -



この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第５条、第７条ただし書

並びに第１０条の見出し及び同条の改正規定、別表第１の改正規定（川口市立戸塚

体育館の項を削る部分に限る。）並びに別表第３の１運動施設の表の改正規定（戸

塚体育館の項を削る部分に限る。）は同年７月１日から、附則の改正規定は令和８

年９月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６１号

川口市中小企業融資条例の一部を改正する条例

川口市中小企業融資条例（平成１２年条例第７８号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第４項第１号中「第２条第２９項第１号」を「第２条第３１項第１号」に

改め、同項第２号中「第２条第２９項第２号」を「第２条第３１項第２号」に改め、

同項第３号中「第２条第２９項第３号」を「第２条第３１項第３号」に改め、同項

第４号中「第２条第２９項第４号」を「第２条第３１項第４号」に改め、同項第５

号中「第２条第２９項第５号」を「第２条第３１項第５号」に改め、同項第６号中

「第２条第２９項第６号」を「第２条第３１項第６号」に改める。

第３条第１項第７号から第９号までを次のように改める。

(7) から(9) まで 削除

第１０条から第１２条までを次のように改める。

第１０条から第１２条まで 削除

第１８条第１項ただし書中「、第８号」を削る。

第２３条第１項及び第２項並びに第２６条第３号中「、第１１条」を削る。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第２条第４項の改正規定

は、公布の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６２号

川口市土砂の堆積等の規制に関する条例を廃止する条例

川口市土砂の堆積等の規制に関する条例（平成２９年条例第９４号）は、廃止す

る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年５月２６日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にされたこの条例による廃

止前の川口市土砂の堆積等の規制に関する条例（以下「旧条例」という。）第９

条第１項又は旧条例第１２条第１項の規定による許可の申請であって、この条例

の施行の際、許可をするかどうかの処分がされていないものについての許可の処

分については、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に旧条例第９条第１項の許可を受けている者又は施行日

以後に前項の規定によりなお従前の例によることとされる旧条例第９条第１項の

許可を受ける者に関する旧条例第８条、第１１条、第１３条から第２０条まで、

第２４条、第２５条及び第２７条の規定の適用については、当該許可の期間が満

了する日までの間（施行日前まで又は施行日から当該許可の期間が満了する日ま

でに旧条例第８条第２項若しくは第３項又は第２７条の規定による命令を受けた

者にあっては、当該命令に係る事由が消滅する日又は当該許可の期間が満了する

日のいずれか遅い日までの間）は、なお従前の例による。

４ 施行日前に旧条例第８条第２項又は第３項の規定による命令を受けた者に係る

同条第１項並びに旧条例第２４条及び第２５条の規定の適用については、当該命

令に係る事由が消滅する日までの間は、なお従前の例による。

５ 施行日前に旧条例第２７条の規定による命令を受けた者に係る旧条例第１１条

第１項及び第２項、第２４条並びに第２５条の規定の適用については、当該命令

に係る事由が消滅する日までの間は、なお従前の例による。

６ この条例の施行の際現に旧条例第２１条第１項の規定により指定されている土

砂の搬入を禁止する土地の区域に係る旧条例第２２条から第２５条までの規定の
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適用については、なお従前の例による。

７ 施行日前にした行為及び附則第３項から前項までの規定によりなお従前の例に

よることとされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 38 -



議案第 ６３号

川口市建築基準法等関係事務手数料条例の一部を改正する条例

川口市建築基準法等関係事務手数料条例（平成１１年条例第５２号）の一部を次

のように改正する。

第２条第１項第１号中「次号」の次に「から第４号まで」を加え、同項第２号中

「もの」の次に「に限り、次号及び第４号に規定するものを除く。」を加え、同項

第１１号を同項第１４号とし、同項第１０号中「同表（オ）の欄」を「同表（カ）

の欄」に改め、同号を同項第１３号とし、同項中第９号を第１２号とし、第８号を

第１１号とし、同項第７号中「もの」の次に「に限り、次号に規定するものを除く。

」を加え、同号イ中「第５号」を「第７号」に改め、同号を同項第９号とし、同号

の次に次の１号を加える。

(10) 法第７条第１項の規定に基づく建築物に関する完了検査申請手数料又は法

第１８条第２１項の規定に基づく建築物に関する通知に対する完了検査手数料

（当該申請又は通知に係る計画に建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律第１１条第１項に規定する要確認特定建築行為又は同法第１２条第２項

に規定する要通知特定建築行為に係る部分が含まれるものに限る。） １件に

つき 第７号又は第８号の額（昇降機を含む建築物については前号の額）に、

１の建築物ごとに、別表第１（ア）の欄に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同表（オ）の欄に定める額を加算した額

第２条第１項第６号中「次号」の次に「及び第１０号」を加え、同号を同項第８

号とし、同項第５号中「及び第７号」を「から第１０号まで」に改め、同号を同項

第７号とし、同項中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号の次に次の

２号を加える。

(3) 法第６条第１項の規定に基づく建築物に関する確認申請手数料又は法第１８

条第３項の規定に基づく建築物に関する計画の通知に対する審査手数料（建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１１条第１項ただし書又は第

１２条第２項ただし書に規定する特定建築行為であって、建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号）第

２条第１項第１号イ又はロの基準に適合する建築物の建築に限る。） １件に
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つき 第１号の額（昇降機を含む建築物については前号の額）に、１の建築物

ごとに、別表第１の２（ア）の欄に掲げる住宅の種類及び床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ同表（イ）の欄に定める額を加算した額

(4) 法第６条第１項の規定に基づく建築物に関する確認申請手数料又は法第１８

条第３項の規定に基づく建築物に関する計画の通知に対する審査手数料（建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１１条第２項又は第１２条第

３項に規定する建築物エネルギー消費性能確保計画の変更をして行う同法第１

１条第２項において準用する同条第１項ただし書又は同法第１２条第３項にお

いて準用する同条第２項ただし書に規定する特定建築行為であって、建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２条第１項第１号イ又は

ロの基準に適合する建築物の建築に限る。） １件につき 第１号の額（昇降

機を含む建築物については第２号の額）に、１の建築物ごとに、別表第１の２

（ア）の欄に掲げる住宅の種類及び床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同表

（ウ）の欄に定める額を加算した額

第２条第４項中「第１項第１０号」を「第１項第１３号」に改め、同項を同条第

５項とし、同条第３項中「第１項第５号及び第６号」を「第１項第７号、第８号及

び第１０号」に改め、「部分の床面積」の次に「（同号の床面積の合計にあっては、

市長が別に定める部分の床面積を除く。）」を加え、同項を同条第４項とし、同条

第２項の次に次の１項を加える。

３ 第１項第３号及び第４号の床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める面積について算定する。

(1) 建築物を建築する場合（移転する場合を除く。） 当該建築に係る部分の床

面積

(2) 建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替えをし、又はそ

の用途を変更する場合 当該移転、修繕、模様替え又は用途の変更に係る部分

の床面積の２分の１

第５条第１項第２号及び第５号中「第３号」を「第４号」に改める。

第６条第１号イ(ｱ) 中「及び(ｳ) 」を「から(ｴ) まで」に改め、同号イ(ｲ) 中「、

別表第６及び別表第７」を「及び別表第６」に、「及び別表第６」を「及び同表」
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に改め、同号イ(ｴ) 中「(ｳ) まで」を「(ｴ) まで」に、「及び（エ）の欄」を「、

（エ）の欄及び（オ）の欄」に改め、同号イ(ｴ) を同号イ(ｵ) とし、同号イ(ｳ) 中

「第３号イ(ｳ) 」を「第３号イ(ｴ) 」に、「同表（エ）の欄」を「同表（オ）の欄

」に改め、同号イ(ｳ) を同号イ(ｴ) とし、同号イ(ｲ) の次に次のように加える。

(ｳ) 誘導仕様・計算併用法（建築物が省令第１０条第２号イ(1) 及びロ(2)

又は同号イ(2) 及びロ(1) に定める基準に適合するかどうかの判定に用い

る方法をいう。第３号イ(ｳ) 及び別表第６において同じ。）により評価す

る場合 １件につき 別表第４（ア）の欄に掲げる建築物又は建築物の部

分の別及び床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同表（エ）の欄に定める

額

第６条第２号中「第３号」を「第４号」に改め、同条第３号イ(ｱ) 中「及び(ｳ)

」を「から(ｴ) まで」に改め、同号イ(ｴ) 中「(ｳ) まで」を「(ｴ) まで」に、「及

び（エ）の欄」を「、（エ）の欄及び（オ）の欄」に改め、同イ(ｴ) を同号イ(ｵ)

とし、同号イ(ｳ) 中「同表（エ）の欄」を「同表（オ）の欄」に改め、同号イ(ｳ)

を同号イ(ｴ) とし、同号イ(ｲ) の次に次のように加える。

(ｳ) 誘導仕様・計算併用法により評価する場合 １件につき 別表第４（ア

）の欄に掲げる建築物又は建築物の部分の別及び床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同表（エ）の欄に定める額に２分の１を乗じて得た額

第６条第４号中「第３号」を「第４号」に改める。

第７条第１項第１号中「第１２条第１項若しくは」を「第１１条第１項若しくは

」に、「第１３条第２項若しくは」を「第１２条第２項若しくは」に改め、同号ア

(ｱ) 中「第１２条第１項又は第１３条第２項」を「第１１条第１項又は第１２条第

２項」に改め、「評価の方法」の次に「、建築物又は建築物の部分の別」を加え、

同号ア(ｲ) 中「第１２条第２項又は第１３条第３項」を「第１１条第２項又は第１

２条第３項」に改め、「評価の方法」の次に「、建築物又は建築物の部分の別」を

加え、同号イ(ｱ) 中「第１２条第１項又は第１３条第２項」を「第１１条第１項又

は第１２条第２項」に改め、「掲げる」の次に「建築物又は建築物の部分の別及び

」を加え、同号イ(ｲ) 中「第１２条第２項又は第１３条第３項」を「第１１条第２

項又は第１２条第３項」に改め、「掲げる」の次に「建築物又は建築物の部分の別
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及び」を加え、同項第２号中「（平成２８年国土交通省令第５号）第１１条」を「

第１３条」に改め、同号ア中「評価の方法」の次に「、建築物又は建築物の部分の

別」を加え、同号イ中「掲げる」の次に「建築物又は建築物の部分の別及び」を加

え、同項第３号中「第３４条第１項」を「第２９条第１項」に改め、同号ア中「第

３５条第１項各号」を「第３０条第１項各号」に改め、同項第４号中「第３５条第

２項」を「第３０条第２項」に、「第３号」を「第４号」に改め、同項第５号中「

第３６条第１項」を「第３１条第１項」に改め、同号ア(ｱ) 中「第３４条第３項」

を「第２９条第３項」に改め、同項第６号中「第３６条第２項」を「第３１条第２

項」に、「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に、「第３号」を「第４号」に

改め、同項第７号を削り、同条第２項中「、第５号及び第７号」を「及び第５号」

に、「同項第３号」を「同項第１号及び第２号に規定する床面積の合計にあっては

省令第４条第３項第２号の規定により設計一次エネルギー消費量を算出した建築物

の共用部分の床面積を、前項第３号」に改め、「、前項第７号に規定する床面積の

合計にあっては省令第４条第３項第２号の規定により設計一次エネルギー消費量を

算出した建築物の共用部分の床面積を」を削る。

第１１条第１項中「第３号」を「第４号」に改める。

別表第１を次のように改める。

別表第１（第２条関係）

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ）

床面積の合計
第２条第１項第１ 第２条第１項第７ 第２条第１項第８ 第２条第１項第１ 第２条第１項第１
号 号 号 ０号 ３号

１ ３０平方メー ８，０００円 １５，０００円 １２，０００円 ３，０００円 １３，０００円
トル以内の場合

２ ３０平方メー ２０，０００円 ２４，０００円 １５，０００円 ５，０００円 １７，０００円
トルを超え、１
００平方メート
ル以内の場合

３ １００平方メ ３４，０００円 ３４，０００円 ２３，０００円 ６，０００円 ２３，０００円
ートルを超え、
２００平方メー
トル以内の場合

４ ２００平方メ ３６，０００円 ３７，０００円 ２８，０００円 ７，０００円 ２７，０００円
ートルを超え、
３００平方メー
トル以内の場合

５ ３００平方メ ３９，０００円 ４２，０００円 ３６，０００円 ８，０００円 ３３，０００円
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ートルを超え、
５００平方メー
トル以内の場合

６ ５００平方メ ５８，０００円 ５９，０００円 ５７，０００円 １１，０００円 ５２，０００円
ートルを超え、
１，０００平方
メートル以内の
場合

７ １，０００平 ７８，０００円 ８２，０００円 ７７，０００円 １６，０００円 ７２，０００円
方メートルを超
え、２，０００
平方メートル以
内の場合

８ ２，０００平 ２３５，０００円 ２０８，０００円 １９１，０００円 ４１，０００円 １６５，０００円
方メートルを超
え、１０，００
０平方メートル
以内の場合

９ １０，０００ ４２０，０００円 ３３１，０００円 ３１５，０００円 ６６，０００円 ２６１，０００円
平方メートルを
超え、５０，０
００平方メート
ル以内の場合

１０ ５０，００ ７７７，０００円 ６６６，０００円 ６５０，０００円 １３３，０００円 ５５２，０００円
０平方メートル
を超える場合

別表第１の次に次の１表を加える。

別表第１の２（第２条関係）

（ア）
（イ） （ウ）

住宅の種類 床面積の合計

一戸建ての住宅 ２００平方メート １４，０００円 ７，０００円
ル未満の場合

２００平方メート １６，０００円 ８，０００円
ル以上の場合

住宅用途を含む ３００平方メート ２７，０００円 １３，５００円
建築物の住宅部 ル未満の場合
分

３００平方メート ４３，０００円 ２１，５００円
ル以上２，０００
平方メートル未満
の場合

２，０００平方メ ６８，０００円 ３４，０００円
ートル以上５，０
００平方メートル
未満の場合

５，０００平方メ ８８，０００円 ４４，０００円
ートル以上の場合
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別表第４中

「

（ウ） （エ）

２０，０００円

２２，０００円

３８，０００円

６６，０００円

１２１，０００円

１８３，０００円

１０２，０００円 を

１３０，０００円

１７１，０００円

２７７，０００円

３６２，０００円

４３５，０００円

５１０，０００円

」
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「

（ウ） （エ） （オ）

２０，０００円 ２９，０００円

２２，０００円 ３３，０００円

３８，０００円 ５９，０００円

６６，０００円 １００，０００円

１２１，０００円 １７５，０００円

１８３，０００円 ２５６，０００円

１０２，０００円 に改める。

１３０，０００円

１７１，０００円

２７７，０００円

３６２，０００円

４３５，０００円

５１０，０００円

」

別表第４の２及び別表第４の３を次のように改める。

別表第４の２（第７条関係）
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（ア）

（イ）
評価の方法 建築物又は建築物の部 床面積の合計

分の別

住宅に係る標準入力法 一戸建ての住宅 ２００平方メートル未 ４０，０００円
（建築物が省令第１条 満の場合
第１項第２号イ(1) 及
びロ(1) に定める基準 ２００平方メートル以 ４４，０００円
に適合するかどうかの 上の場合
判定に用いる方法をい
う。） 住宅用途を含む建築物 ３００平方メートル未 ８０，０００円

の住宅部分 満の場合

３００平方メートル以 １３５，０００円
上２，０００平方メー
トル未満の場合

２，０００平方メート ２３０，０００円
ル以上５，０００平方
メートル未満の場合

５，０００平方メート ３３０，０００円
ル以上の場合

仕様基準（建築物が省 一戸建ての住宅 ２００平方メートル未 ２０，０００円
令第１条第１項第２号 満の場合
イ(2) 及びロ(2) に定
める基準に適合するか ２００平方メートル以 ２２，０００円
どうかの判定に用いる 上の場合
方法をいう。）

住宅用途を含む建築物 ３００平方メートル未 ３８，０００円
の住宅部分 満の場合

３００平方メートル以 ６６，０００円
上２，０００平方メー
トル未満の場合

２，０００平方メート １２１，０００円
ル以上５，０００平方
メートル未満の場合

５，０００平方メート １８３，０００円
ル以上の場合

仕様・計算併用法（建 一戸建ての住宅 ２００平方メートル未 ２９，０００円
築物が省令第１条第１ 満の場合
項第２号イ(1) 及びロ
(2) 又は同号イ(2) 及 ２００平方メートル以 ３３，０００円
びロ(1) に定める基準 上の場合
に適合するかどうかの
判定に用いる方法をい 住宅用途を含む建築物 ３００平方メートル未 ５９，０００円
う。） の住宅部分 満の場合

３００平方メートル以 １００，０００円
上２，０００平方メー
トル未満の場合

２，０００平方メート １７５，０００円
ル以上５，０００平方
メートル未満の場合

- 46 -



５，０００平方メート ２５６，０００円
ル以上の場合

非住宅に係る標準入力 非住宅用途を含む建築 ３００平方メートル未 ２６７，０００円
法（建築物が省令第１ 物の非住宅部分 満の場合
条第１項第１号イに定
める基準に適合するか ３００平方メートル以 ３３４，０００円
どうかの判定に用いる 上１，０００平方メー
方法をいう。） トル未満の場合

１，０００平方メート ４３２，０００円
ル以上２，０００平方
メートル未満の場合

２，０００平方メート ６１６，０００円
ル以上５，０００平方
メートル未満の場合

５，０００平方メート ７５９，０００円
ル以上１０，０００平
方メートル未満の場合

１０，０００平方メー ８９８，０００円
トル以上２５，０００
平方メートル未満の場
合

２５，０００平方メー １，０２４，０００円
トル以上の場合

非住宅に係るモデル建 非住宅用途を含む建築 ３００平方メートル未 １０２，０００円
物法（建築物が省令第 物の非住宅部分 満の場合
１条第１項第１号ロに
定める基準に適合する ３００平方メートル以 １３０，０００円
かどうかの判定に用い 上１，０００平方メー
る方法をいう。） トル未満の場合

１，０００平方メート １７１，０００円
ル以上２，０００平方
メートル未満の場合

２，０００平方メート ２７７，０００円
ル以上５，０００平方
メートル未満の場合

５，０００平方メート ３６２，０００円
ル以上１０，０００平
方メートル未満の場合

１０，０００平方メー ４３５，０００円
トル以上２５，０００
平方メートル未満の場
合

２５，０００平方メー ５１０，０００円
トル以上の場合

別表第４の３（第７条関係）

（ア）

（イ）
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建築物又は建築 床面積の合計
物の部分の別

一戸建ての住宅 ５，０００円

住宅用途を含む ３００平方メートル未満の場合 １１，０００円
建築物の住宅部
分 ３００平方メートル以上２，０００平 ２３，０００円

方メートル未満の場合

２，０００平方メートル以上５，００ ５２，０００円
０平方メートル未満の場合

５，０００平方メートル以上の場合 ９４，０００円

非住宅用途を含 ３００平方メートル未満の場合 １１，０００円
む建築物の非住
宅部分 ３００平方メートル以上１，０００平 １９，０００円

方メートル未満の場合

１，０００平方メートル以上２，００ ３１，０００円
０平方メートル未満の場合

２，０００平方メートル以上５，００ ９４，０００円
０平方メートル未満の場合

５，０００平方メートル以上１０，０ １４９，０００円
００平方メートル未満の場合

１０，０００平方メートル以上２５， １８８，０００円
０００平方メートル未満の場合

２５，０００平方メートル以上の場合 ２３５，０００円

別表第６中

「
誘導仕様基準 一戸建ての住宅 ２００平方メートル未満 ２０，０００円

の場合

２００平方メートル以上 ２２，０００円
の場合

住宅用途を含む建 ３００平方メートル未満 ３８，０００円
築物の住宅部分 の場合

３００平方メートル以上 ６６，０００円 を
２，０００平方メートル
未満の場合

２，０００平方メートル １２１，０００円
以上５，０００平方メー
トル未満の場合

５，０００平方メートル １８３，０００円
以上の場合

」

「
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誘導仕様基準 一戸建ての住宅 ２００平方メートル未満 ２０，０００円
の場合

２００平方メートル以上 ２２，０００円
の場合

住宅用途を含む建 ３００平方メートル未満 ３８，０００円
築物の住宅部分 の場合

３００平方メートル以上 ６６，０００円
２，０００平方メートル
未満の場合

２，０００平方メートル １２１，０００円
以上５，０００平方メー
トル未満の場合

５，０００平方メートル １８３，０００円
以上の場合

に改め
誘導仕様・計算併用法 一戸建ての住宅 ２００平方メートル未満 ２９，０００円

の場合

２００平方メートル以上 ３３，０００円
の場合

住宅用途を含む建 ３００平方メートル未満 ５９，０００円
築物の住宅部分 の場合

３００平方メートル以上 １００，０００円
２，０００平方メートル
未満の場合

２，０００平方メートル １７５，０００円
以上５，０００平方メー
トル未満の場合

５，０００平方メートル ２５６，０００円
以上の場合

」

る。

別表第７を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市建築基準法等関係事務手数料条例（以下「新条

例」という。）の規定は、次項に定めるものを除き、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後の申請に係る手数料について適用し、施行日前の申請

に係る手数料については、なお従前の例による。
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３ 新条例別表第１、別表第４及び別表第６の規定（新条例第２条第１項第１号、

第２号、第７号から第１０号まで及び第１３号、第５条第１項第５号、第６条第

４号並びに第７条第１項第６号に規定する手数料について適用される場合（新条

例第２条第１項第１号及び第２号に規定する手数料にあっては、確認を受けた建

築物の計画を変更する場合に限る。）に限る。）は、施行日以後にその建築、大

規模の修繕又は大規模の模様替えの工事に着手する建築物に関する申請に係る手

数料について適用し、施行日前にその建築、大規模の修繕又は大規模の模様替え

の工事に着手した建築物に関する申請に係る手数料については、なお従前の例に

よる。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６４号

川口市都市公園条例の一部を改正する条例

川口市都市公園条例（昭和５３年条例第４５号）の一部を次のように改正する。

第１０条第６号中「第２１条第２項第１号」を「第２２条第２項第１号」に改め

る。

別表第２神根公園の項を削る。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第１０条第６号の改正規

定は、同年６月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６５号

川口市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

川口市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第６１号

）の一部を次のように改正する。

第３条第３項第２号中「５０８，３００人」を「５８９，０００人」に改め、同

項第３号中「２６２，９００立方メートル」を「２６０，５４０立方メートル」に

改める。

第７条中「第２４３条の２の８第８項」を「第２４３条の２の９第８項」に改め

る。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第７条の改正規定は、地

方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第３号に掲げ

る規定の施行の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６６号

川口市水道技術管理者の資格基準等に関する条例の一部を改正する条例の一

部を改正する条例

川口市水道技術管理者の資格基準等に関する条例の一部を改正する条例（令和６

年条例第４７号）の一部を次のように改正する。

第３条に１号を加える改正規定及び第４条に２号を加える改正規定中「第３４条

第１項」を「第３７条第１項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 53 -



議案第 ６７号

川口市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正す

る条例

川口市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条例第

４５号）の一部を次のように改正する。

「 「

３０年以上 ３０年以上 ３５年以上

３５年未満

円 円 円

979,000 979,000 1,079,000

909,000 909,000 1,009,000

別表中 を に改める。

849,000 849,000 949,000

809,000 809,000 909,000

734,000 734,000 834,000

689,000 689,000 789,000

」 」

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の川口市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関す

る条例の規定は、この条例の施行の日以後に退職した非常勤消防団員について適

用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお従前の例による。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６８号

川口市川口駅周辺再整備基金条例

（設置）

第１条 川口駅及び駅周辺の再整備に要する経費の財源に充てるため、川口市川口

駅周辺再整備基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額の合計額とする。

(1) 次号に掲げるもののほか、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）

で定める額

(2) 基金への積立てを指定された寄附金の額

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法に

より保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入するものとす

る。

（繰替運用）

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及

び利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（処分）

第６条 基金は、川口駅及び駅周辺の再整備に要する経費の財源に充てる場合に限

り、その一部を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

この条例は、令和７年４月１日から施行する。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ６９号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ａ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７０号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｂ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７１号

訴えの提起について

一般被保険者返納金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｃ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うもので

ある。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７２号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｄ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７３号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金及び母子福祉資金償還金に係る支払督促の申立てについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次の

とおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｅ氏

Ｆ氏

２ 事件の内容

上記、Ｅ氏は、母子福祉資金について、上記、Ｆ氏は、奨学資金貸付金及び母

子福祉資金について、返還を求める電話や催告書等による再三の催告に応じなか

った。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支払い等を求め、支払

督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息並びに母子福祉

資金償還金及びこれに係る違約金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金及び母子福祉資金償還金を完納する旨の

申入れがあり、かつ、その履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７４号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｇ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合には訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治

法第９６条第１項第１２号の規定により議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る延滞利息の支払いを求め

るもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７５号

訴えの提起について

一般被保険者返納金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

神奈川県厚木市在住 Ｈ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

- 62 -



議案第 ７６号

訴えの提起について

一般被保険者返納金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

石川県金沢市在住 Ｉ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７７号

訴えの提起について

一般被保険者返納金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｊ氏

Ｋ氏

東京都世田谷区在住 Ｌ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７８号

訴えの提起について

一般被保険者返納金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｍ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ７９号

訴えの提起について

一般被保険者返納金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

東京都八王子市在住 Ｎ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ８０号

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２５２条の３６第１項の規定により議決を求める。

記

１ 契 約 の 目 的 包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契 約 の 始 期 令和７年４月１日

３ 契 約 の 金 額 １５，２８０，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方 埼玉県さいたま市浦和区元町３丁目２０番１号

公認会計士 久 保 直 生

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ８１号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

鳩 ヶ 谷
三 ツ 和 2 丁 目 3 4 番 8 地 先 三 ツ 和 2 丁 目 3 4 番 1 1 地 先 4.0 51.2

第467-1号線

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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議案第 ８２号

川口市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について

川口市固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任するため、地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により同意を求める。

記

板 橋 智 之 ６３歳 川口市在住

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 板 橋 智 之

年 齢 ６３歳

現 住 所 川口市在住

昭和５７年 ２月 宅地建物取引士

昭和５９年１２月 二級建築士

平成１５年 ５月 川口市議会議員

平成２７年 ４月 埼玉県議会議員

令和 ４年 ４月 川口市固定資産評価審査委員会委員長

令和 ６年 ３月 川口市選挙管理委員会委員長
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議案第 ８３号

人権擁護委員の候補者の推薦について

人権擁護委員の候補者に次の者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法

律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。

記

清 水 秀 文 ６４歳 川口市在住

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 清 水 秀 文

年 齢 ６４歳

現 住 所 川口市在住

平成２７年 １月 特定非営利活動法人スマイリングキッズバイ想根会代表理事

令和 元年 ７月 人権擁護委員

令和 ４年 ７月 人権擁護委員

令和 ４年１２月 神根地区民生委員児童委員協議会会長

令和 ５年 ５月 神根地区社会福祉協議会会長
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議案第 ８４号

人権擁護委員の候補者の推薦について

人権擁護委員の候補者に次の者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法

律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。

記

髙 田 勝 ７３歳 川口市在住

令和７年２月２５日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

経 歴 書

氏 名 髙 田 勝

年 齢 ７３歳

現 住 所 川口市在住

平成２７年 ４月 川口市副市長

令和 ２年１０月 民生委員・児童委員

令和 ４年 ６月 公益財団法人川口総合文化センター理事

令和 ５年 ６月 社会福祉法人めだかすとりぃむ理事長
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